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 連　　結　　注　　記　　表 

自   ２０２４年　４月　１日

至   ２０２５年　３月３１日

ＫＹＣＯＭホールディングス株式会社



Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社  　　　        10社

共同コンピュータ株式会社（本店：東京都千代田区）
株式会社共栄データセンター
株式会社共栄システムズ
株式会社九州共栄システムズ
サムソン総合ファイナンス株式会社
共同コンピュータ株式会社（本店：福井県福井市）
株式会社ＫＹＣＯＭネクスト
ＧＩＳコンサルティング株式会社
北陸エリア・レンタカー株式会社
株式会社綿引無線

２．持分法の適用に関する事項

持分法非適用関連会社　　　２社

株式会社エージェントバンク
グローバル福井株式会社

　持分法を適用している会社はありません。持分法を適用していない関連会社２社について
は、連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であるため持分法を適用せず、原価法
により評価しております。

３．会計方針に関する事項

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法

① 売買目的有価証券 　時価法（売却原価は、移動平均法により算定）に
よっております。

② その他有価証券

イ．市場価格のない株式等 　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
　　以外のもの し、売却原価は移動平均法により算定）によってお

ります。

ロ．市場価格のない株式等 　移動平均法に基づく原価法によっております。

（2） デリバティブ等の評価基準及び 　時価法によっております。
評価方法

（3） 棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 商品、原材料 　先入先出法に基づく原価法（貸借対照表価額は収
益性の低下による簿価切下げの方法）によっており
ます。

② 仕 掛 品 　個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性
の低下による簿価切下げの方法）によっております。

③ 貯 蔵 品 　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
による簿価切下げの方法）によっております。
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（4） 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 　当社及び国内連結子会社は定率法を、在外連結子
会社は定額法によっております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建
物附属設備除く）並びに2016年４月１日以降に取得
した建物附属設備及び構築物については、定額法に
よっております。　　
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　建物及び構築物　　　　６～５０年

　　機械装置及び運搬具　　４～１７年

② 無形固定資産 　定額法によっております。
　なお、市場販売目的のソフトウエアについては、
販売可能な見込有効年数（３年）に基づいており、
自社利用のソフトウエアについては、社内における
利用可能期間（５年）に基づいております。

③ リース資産 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法を採用しております。

（5） 重要な引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権
については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金 　従業員の賞与の支給に充てるため、翌期賞与支給
見込額のうち当連結会計年度に帰属する部分の金額
を計上しております。

（6） 退職給付に係る会計処理の方法 　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退
職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合
要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法
を適用しております。

（7） 収益及び費用の計上基準 　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収
益に関する主要な事業における主な履行義務の内容
及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認
識する通常の時点）は以下のとおりであります。

① 情報処理事業 　情報処理事業の請負契約に係る収益は、主に顧客
（一時点で移転される財） からの注文に沿った成果物を納品することであり、

顧客に成果物を納品する履行義務を負っております。
　当該履行義務は、当社の納品した成果物に対して
顧客が検収を完了した一時点において充足されるこ
とから、顧客の検収日に収益を認識しております。

② 情報処理事業 　情報処理事業のシステムエンジニアリングサービ
（一定の期間にわたり移転 スに係る収益は、主に当社が顧客の需要に適した人
される財） 材を派遣することであり、顧客に対する人材派遣サ

ービスの提供といった履行義務を負っております。
　当該履行義務は、当社が契約期間にわたり継続的
に顧客に対して人材派遣サービスを行うことで充足
されることから、役務提供期間にわたって収益を認
識しております。

③ 不動産事業 　不動産事業の太陽光発電に係る収益は、主に自社
で保有する太陽光発電設備をもとに太陽光発電を行
い、電力会社（以下「顧客」といいます）に売電を
行うものであり、顧客に電力を供給する履行義務を
負っております。
　当該履行義務は、顧客に対する電力の供給量に応
じて充足されることから、会計期間に対応した売電
売上を収益として計上しております。
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④ レンタカー事業 　レンタカー事業の車両販売に係る収益は、主に顧
客に対して当社の保有車両を販売するものであり、
顧客に車両を引渡す履行義務を負っております。
　当該履行義務は、当社が引き渡した車両に対して
顧客が検収を完了した一時点において充足されるこ
とから、顧客の検収日に収益を認識しております。

⑤ 無線ソリューション事業 　無線ソリューション事業の電気通信機器販売に係
（一時点で移転される財） る収益については、顧客に商品を引き渡す履行義務

を負っております。
　当該履行義務は、当社が引き渡した商品に対して
顧客が検収を完了した一時点において充足されるこ
とから、顧客の検収日に収益を認識しております。

⑥ 無線ソリューション事業 　無線ソリューション事業の無線機器取付に係る収
（一定の期間にわたり移転 益については、顧客との請負工事契約に基づき、機
される財） 器取付の履行義務を負っております。

　当該履行義務は、一履行義務を充足するにつれて、
一定の期間にわたり収益を認識しております。なお、
取引開始日から完全に履行義務が充足すると見込ま
れるまでの期間がごく短い契約については、工事完
了時に収益を認識することとしております。
　また、保守点検に係る収益については、顧客との
保守契約に基づいて保守サービスを履行する義務を
負っており、主として期間の経過により履行義務が
充足されることから、一定の期間にわたり収益を認
識しております。

（8） 重要な外貨建資産又は負債の 　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相
本邦通貨への換算基準 場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外連結子会社等の資産及び
負債は、各社の決算日の直物為替相場により円貨に
換算し、収益及び費用は各社の決算期の期中平均相
場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部にお
ける為替換算調整勘定に計上しております。

（9） 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法 　原則として繰延ヘッジ処理によっております。ま
た、特例処理の要件を満たす金利スワップについて
は特例処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象 　ヘッジ手段・・・金利スワップ
　ヘッジ対象・・・借入金

③ ヘッジ方針 　金利スワップは金利変動リスクを回避する目的で
行っております。

④ ヘッジの有効性評価の方法 　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間にお
いて、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又はキャ
ッシュ・フロー変動の累計を比較し、両者の変動額
を基礎にして判断しております。ただし、特例処理
によっている金利スワップについては有効性の評価
を省略しております。

（10） のれんの償却方法及び償却期間 　のれんの償却については、５年間の定額法により
償却を行っております。

（11） その他連結計算書類作成のための重要な事項

グループ通算制度の適用 　グループ通算制度を適用しております。
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Ⅱ．会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日）等
を当連結会計年度の期首から適用しております。これによる連結計算書類に与える影響はありませ
ん。

Ⅲ．会計上の見積りに関する注記

１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 121,899   千円           

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、グループ通算制度を採用しており、繰延税金資産について、将来減算一
時差異の解消により、将来の税金負担額を軽減する効果を有すると認められる範囲内で計上
しております。
　繰延税金資産の回収可能性は、通算グループ全体の収益力に基づく将来の課税所得及びタ
ックス・プランニング等に基づいて判断しております。このうち、収益力に基づく将来の課
税所得は、主に事業計画を基礎として見積もっており、当該事業計画に含まれる将来の売上
高の予測は不確実性を伴うため、その見積りの前提となる条件や仮定に変更が生じた場合に
は、翌連結会計年度において、繰延税金資産の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。

Ⅳ．連結貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

（1） 担保に供している資産

建物及び構築物 575,993   千円           
機械装置 323,788   千円           
土地 1,607,888   千円           
　　　　計 2,507,670   千円           

（2） 担保に係る債務

1年内返済予定の長期借入金 111,804   千円           
長期借入金 1,237,104   千円           
　　　　計 1,348,908   千円           

２．有形固定資産の減価償却累計額 1,372,127   千円           

Ⅴ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の種類並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度 当連結会計年度 当連結会計年度 当連結会計年度末

期首株式数（株） 増加株式数（株） 減少株式数（株） 株式数（株）

　　発 行 済 株 式

普 通 株 式 5,115,492 － － 5,115,492

合    計 5,115,492 － － 5,115,492

　　自 己 株 式

普 通 株 式 36,050 － － 36,050

合    計 36,050 － － 36,050
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２．剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

決議 株式の種類 配当金の総額
1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2024年6月25日
定時株主総会

普通株式 25,397千円 5円 2024年3月31日 2024年6月26日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2025年6月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 50,794千円 10円 2025年3月31日 2025年6月25日

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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Ⅵ．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、必要に応じ、銀行借入等により資金を調達しております。資金運用については、主
に預金、上場有価証券等の流動性の高い金融資産で行っております。デリバティブ取引は、資金調達
に係る金利変動リスクの回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針です。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金及びリース投資資産は、信用リスクに晒されております。
　有価証券及び投資有価証券は、主に投資目的の株式、債券及び投資信託であり、これらは市場価格
の変動リスクや発行体の信用リスクに晒されております。
　長期貸付金は、貸付先の信用リスクに晒されております。
　借入金は、主に運転資金と設備投資に係る資金調達を目的としたものであります。主として固定金利
での借入であるため、金利の変動リスクに晒される可能性は僅かであります。一方で変動金利の借入金
は金利変動リスクに晒されておりますが、金利スワップを利用してヘッジしております。
　デリバティブ取引は、長期債務に係る金利変動リスクを回避するための金利スワップ取引を行ってお
ります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法については、
「Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　３．会計方針に関する事項　
（9）重要なヘッジ会計の方法」に記載しております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制

　①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　　売掛金及びリース投資資産は、信用リスクに晒されておりますが、社内規程に従い、営業部門が中心
　となって与信管理並びに売掛金回収管理を行っております。取引先ごとに回収遅滞管理及び与信残
　高管理を行うとともに、信用状況の定期的なモニタリングを行い、与信限度額の見直しを行っておりま
　す。長期貸付金についても、財務部門において継続的な回収管理を行っております。
　　当連結会計年度の連結決算日における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借
　対照表価額により表されております。
　　デリバティブ取引については、契約先を信用度の高い国内金融機関に限定しているため、信用リス
　クは僅少であると認識しております。

　②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　　当社グループは、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用
　しております。当該デリバティブ取引については、借入金に係る社内決裁手続において、個別案件ご
　とに決定されます。取引の実行及び管理は財務担当部門が行っております。
　　有価証券及び投資有価証券は、市場価格の変動リスクや発行体の信用リスクに晒されておりますが
　財務部門において定期的に時価や発行体の財務状況等を把握するようにしております。
　　外貨建債権債務は僅少であるため、リスクに晒される可能性は僅かであります。

　③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　　営業債務、借入金及びリース債務は流動性リスクに晒されておりますが、各社ごとに資金繰り見通し
　を作成し、財務部門においてグループ内の事業会社各社の資金ニーズを把握し、グループファイナン
　スにより事業会社間で資金の融通を行うことにより資金を効率的に使用するとともに、適正な手許流動
　性を維持することにより流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され
　た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提
　条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　2025年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。

　（1）リース投資資産 731 714 △16

　（2）投資有価証券 1,316,150 1,316,150 －

　（3）長期貸付金 29,020 29,020 －

資産計 1,345,901 1,345,885 △16

　（1）リース債務（流動負債） （1,143 ） （1,119 ） △23

　（2）長期借入金（１年内返済 （1,790,519 ） （1,693,644 ） △96,874

　　　　予定の長期借入金を含む）

　（3）リース債務（固定負債） （1,804 ） （1,694 ） △110

負債計 （1,793,467 ） （1,696,458 ） △97,008

　　　デリバティブ取引　※５ （139 ） （139 ） －

※１　負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

※２　「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価
が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

※３　短期間で決済される債権債務は時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省
略しております。

※４　市場価格のない株式等は、「投資有価証券」に含まれておりません。当該金融商品の連結
貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

非上場株式等 57,056

※５　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場にお
レベル１の時価 いて形成される当該時価の算定の対象となる資産または負債に

関する相場価格により算定した時価

観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプ
ット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時
価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに
時価を分類しております。

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

科目

レベル３の時価

レベル２の時価

（単位：千円）

連結貸借対照表
時価　※１ 差額

計上額　※１

- ７ -



（１）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

投資有価証券

その他有価証券

株式 879,244 － － 879,244

上場投資信託 417,650 － － 417,650

その他 19,255 － － 19,255

デリバティブ取引

金利関連 － △ 139 － △ 139

1,316,150 △ 139 － 1,316,010

（２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

リース投資資産 － 714 － 714

長期貸付金 － 29,020 － 29,020

－ 29,734 － 29,734

リース債務（流動負債） － 1,119 － 1,119

長期借入金（１年内返済予定 － 1,693,644 － 1,693,644
の長期借入金を含む）

リース債務（固定負債） － 1,694 － 1,694

－ 1,696,458 － 1,696,458

（注）１　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

有価証券及び投資有価証券
　上場株式、上場投資信託は相場価格を用いて評価しております。上場株式及び上場投資信託は
活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引
　金利スワップの時価は、金利等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法により算定してお
り、レベル２の時価に分類しております。

リース投資資産
　リース投資資産の時価は、元利金の合計額と、当該債権の残存期間及び信用リスクを加味した利
率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期貸付金
　長期貸付金の時価は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来
キャッシュフローと国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率を基に割引現在
価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。また、貸倒懸念債権の時価は、同
様の割引率による見積もりキャッシュフローの割引現在価値、又は、担保及び保証による回収見込
額等を基に割引現在価値法により算定しており、時価に対して観察できないインプットによる影響額
が重要な場合はレベル３の時価、そうでない場合はレベル２の時価に分類しております。

負債計

資産計

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

区分

資産計

時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

- ８ -



長期借入金及びリース債務
　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、
割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（注）２　金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

リース投資資産 731 － － －

（注）３　借入金の連結決算日後の返済予定額
（単位：千円）

長期借入金 174,268 669,112 569,997 377,142

10年超１年以内

１年以内 １年超 ５年超 10年超
５年以内 10年以内

１年超
５年以内

５年超
10年以内

- ９ -



Ⅶ．賃貸等不動産に関する注記

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社の連結子会社では東京都及びその他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸用

のマンションを所有しております。また、当該マンションは一部を厚生施設としても利用しております。

　その他に、当社の連結子会社が福井県において、施設建築用土地を所有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

　　　　　　　　（単位：千円）

1,148,533

(注) 1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金

　額であります。

2. 当連結会計年度の増減額は、主に減価償却による減少24,211千円、及び賃貸用マンションの

　改修による増加15,692千円であります。

3. 当連結会計年度末における時価は、「不動産鑑定評価額基準」及び固定資産税評価額等に基

　づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

1,615,498 △ 8,519 1,606,978

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末

における時価
当連結会計年度 当連結会計年度 当連結会計年度末

期 首 残 高 増　減　額 残　　　高

- １０ -



Ⅷ．収益認識に関する注記

１．顧客との契約から生じる収益を分解した資料

　　　　　　　　（単位：千円）

情報処理 不動産 レンタカー 無線ソリュー

事業 事業 事業 ション事業

一時点で移転される財 1,734,910 81,560 9,842 198,307 2,024,621 2,024,621

一定の期間にわたり
移転される財

4,369,335 － － 150,345 4,519,680 4,519,680

顧客との契約から
生じる収益

6,104,245 81,560 9,842 348,653 6,544,301 6,544,301

その他の収益 － 72,647 153,682 － 226,330 226,330

外部顧客への売上高 6,104,245 154,208 163,525 348,653 6,770,632 6,770,632

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　当社における主な顧客との契約から生じる収益の内容は以下の通りであります。　収益を理解するための基礎となる情報は、「Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

に関する注記等　３．会計方針に関する事項　(7）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連

結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益

の金額及び時期に関する情報

契約資産及び契約負債の残高等
（単位：千円）

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 806,414

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 997,445

契約資産(期首残高) 36,564

契約資産(期末残高) 61,215

契約負債(期首残高) －

契約負債(期末残高) －

　契約資産は、工事契約において期末日時点で完了しているが未請求の履行業務に係る対価に対す

る権利に関するものです。契約資産は、対価に対する権利が無条件になった時点で顧客との契約から

生じた債権に振り替えられます。

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 883円 76銭

２．１株当たり当期純利益 92円 28銭

Ⅹ．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

合計
計

報告セグメント

- １１ -



 個　別　注　記　表 

自   ２０２４年　４月　１日

至   ２０２５年　３月３１日

ＫＹＣＯＭホールディングス株式会社

第  ５８  期　  



Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 　移動平均法による原価法によっております。
及び関連会社株式

（2）デリバティブ等の評価基準 　時価法によっております。
及び評価方法

（3）固定資産の減価償却の方法

① 有 形 固 定 資 産 　定率法によっております。ただし、2016年４月１日
以降に取得した建物附属設備及び構築物については、
定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
　　建物　　　15年

② 無 形 固 定 資 産 　定額法によっております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に
おける利用可能期間（5年）に基づいております。

（4）引当金の計上基準

貸倒引当金 　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

（5）収益及び費用の計上基準 　当社はグループ各社の経営に関して、経営助言サー
ビスを提供する履行義務を負っており、契約による履
行義務の充足に従い、一定期間にわたり収益を認識し
ております。

（6）ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法 　原則として繰延ヘッジ処理によっております。また、
特例処理の要件を満たす金利スワップについては特例
処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象 　ヘッジ手段・・・金利スワップ
　ヘッジ対象・・・借入金

③ ヘッジ方針 　金利スワップは金利変動リスクを回避する目的で行
っております。

④ ヘッジの有効性評価の方法 　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間におい
て、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又はキャッシ
ュ・フロー変動の累計を比較し、両者の変動額を基礎
にして判断しております。ただし、特例処理によって
いる金利スワップについては有効性の評価を省略して
おります。

（7）グループ通算制度の適用 　グループ通算制度を適用しております。

個　別　注　記　表
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Ⅱ．会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年
10月28日）等を当事業年度の期首から適用しております。これによる計算書類に与え
る影響はありません。

Ⅲ．貸借対照表に関する注記

（1）有形固定資産の減価償却累計額 13,548 千円

（2）保証債務

以下の関係会社の銀行借入債務に対して、次のとおり保証を行っております。

　ｻﾑｿﾝ総合ﾌｧｲﾅﾝｽ株式会社 208,660 千円

（3）関係会社に対する金銭債権・債務

① 　短期金銭債権 28,123 千円

② 　短期金銭債務 2,997 千円

Ⅳ．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

① 　売　上　高 221,543 千円

② 　販売費及び一般管理費 16,668 千円

③ 　営業取引以外の取引による取引高 20,000 千円

Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

　普通株式　　　36,050株

- 2 -



Ⅵ． 税効果会計に関する注記

（1）繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

　繰延税金資産
　　繰越欠損金 21,421 千円
　　その他 67,275 千円
　繰延税金資産の小計 88,696 千円
　　評価性引当額 △ 88,328 千円
　繰延税金資産の合計 368 千円
　繰延税金資産の純額 368 千円

（2）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が令和７年3月31日に成立したことに伴
い、令和８年４月１日以後に開始する事業年度から防衛特別法人税が課されることになりました。これに
伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、翌事業年度以降に解消が見込ま
れる一時差異等については、従来の30.5％から31.4％に変動いたします。
　なお、この税率変更による影響は軽微であります。

Ⅶ． 関連当事者との取引に関する注記
　

　子会社

子会社 共同ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀ㈱ (所有) 78,761 売掛金 11,611
(東京都千代田区) 直接 100.0

通算税効果額
(注3)

9,140 未収入金 707

子会社 ㈱共栄ｼｽﾃﾑｽﾞ 76,290

直接 100.0

(所有)

直接 100.0

(所有)
直接 86.3

間接 13.7 寄付金等の
受取

（注4）
20,000 －

　　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　（注1）経営指導料については、各子会社の売上高、営業外収益及び会社の規模等を総合的に勘案し
　　　　　 て決定しております。

　　（注2）子会社の借入債務に対し、債務保証を行っております。なお、保証料は受領しておりません。

　　（注3）グループ通算制度による、通算税効果額に係る債権及び債務の受払額であります。

　　（注4）寄付金については、配当政策の一環として受領しております。

Ⅷ． 収益認識に関する注記

　収益を理解するための基礎となる情報は「Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記　(5)収益
及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

役務の提供
役員の兼任

ｻﾑｿﾝ総合ﾌｧｲﾅﾝｽ㈱

取引金額
（千円）

種類 会社等の名称
議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の
内容

子会社
銀行借入に対
する債務保証

（注2）役務の提供
役員の兼任
債務保証

役務の提供
役員の兼任

経営指導料等
の受取
（注1）

子会社
共同ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀ㈱
(福井県福井市)

(所有)

科目
期末残高
（千円）

経営指導料等
の受取
（注1）

－

－ －208,660

売掛金 1,198

未収入金 608

経営指導料等
の受取
（注1）

役務の提供
役員の兼任

27,354

6,265

売掛金 12,501

通算税効果額
(注3)
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Ⅸ．１株当たり情報に関する注記

（1）　１株当たり純資産額 330円 20銭

（2）　１株当たり当期純利益 ７円 80銭

Ⅹ．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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